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論 文 要 旨 
 

学籍番号 81234552 氏 名 岡村 太郎 
 

論 文 題 目： 

スイスの競争力要因に関する定性的研究 
 
 
 

（内容の要旨） 本研究では、スイスの工業製品の輸出力に関し、次の既往研究における

課題から考察した。①スイスがＥＵ非加盟国でありＥＦＴＡ加盟国であるという特有の

外交ポジションと工業製品輸出力との関係性、②Ｒ＆Ｄ従事者が少ない点と高等教育を

受けた外国人の増加について考察した。 

①スイスは主力製品である製薬のアメリカ向け輸出が２０００年代中ごろから急激に

伸びている。スイスは各州単位で行われていた医薬品規制に対し２００２年にスイス医

薬品局を設立することで国レベルに格上げし、翌年の２００３年にアメリカと了解覚書

を締結している。このことがスイスの医薬品のアメリカおよびＥＦＴＡ輸出に影響を与

えているか否かを考察したところ、スイスのみならずドイツなどＥＵ国でも医薬品の伸

びが見られ、外交ポジションの影響は確認されなかった。従って、本研究の考察では、

主力製品の輸出に対して外交ポジションが顕著な影響を与えているとはいえないもの

の、高い製品力と輸出先の需要拡大により成功しているスイスの医薬品セクターは、特

定セクターにおいて特有の競争力を選択的に育てることが、市場拡大の路線に適合した

時、国として秀でた競争力を持つことができる可能性を裏付けている。 

②スイスのＲ＆Ｄ従事者が少ない点と高等教育を受けた外国人の増加の関係性につい

て考察したところ、Ｒ＆Ｄ部門の人材においても外国人比率の増加が確認された。スイ

スでは全外国人の７割がＥＵ・ＥＦＴＡ加盟国出身者であり、特にドイツ人の高スキル

や知識を持つ外国人が多いことから、Ｒ＆Ｄにこれらのドイツ人が多く流入していると

想定される。また外国人Ｒ＆Ｄ人材は製薬部門に多く、Ｒ＆Ｄ投資の多くは民間の製薬

セクターで行われていることから、スイスの製薬産業の競争力である創薬能力は高いス

キルや知識を持つドイツ人によって担われていると想定される。また、これらドイツ人

は相対的に高いスイスの給与水準によって流入していることも確認された。 

以上の考察から、スイスは伝統的に強い機械分野のみならず、医薬品産業においても、

ドイツから高いスキルや知識を持った外国人をＲ＆Ｄに取り入れることで製品開発能力

を高めることで、需要が拡大する世界市場の取り込みに成功している。 

 

キーワード（5 語） 
スイス 輸出競争力 国際関係 Ｒ＆Ｄ/研究開発 高スキル外国人  
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SUMMARY OF MASTER’S DISSERTATION 
   
Student 

Identification 
Number 

 
81234552 

 
Name 

 
Taro Okamura 

 

Title 

Qualitative Research on Competitive Factors of Switzerland 
 

 

Abstract 
 This study conducted a qualitative study on the competitiveness factors of Switzerland with particular focus 
on the industrial goods export. Firstly, the relationship between the strong export growth of industrial goods 
and the country’s unique position in international relations has been studied. Secondly, the relationship 
between the low number of Swiss R&D labor and the increase of highly skilled foreign nationals has been 
studied.  

1) Switzerland’s export of packed medicaments to the US have dramatically increased during the middle of 
2000-2012. In 2002, Switzerland establishes the federal agency for therapeutic products which was 
controlled by cantons before the year and the MOU contract was signed between Swiss agency and the US 
FDA in the following year. This study examined the influence of such independent movement by 
Switzerland and the export of packed medicaments to the US. The result was that no clear influence was 
found on the export of packed medicaments to the USA. However this case indicates a possibility of a 
country to have an outstanding competitiveness by selectively focusing on a certain special sector upon the 
right market growth.  

 2) Secondly, the relationship between the low number of Swiss nationals in the R&D and the increasing 
number of highly-educated foreigners has been studied. The result indicates that both the number of 
foreigners in R&D and the number of highly-educated foreigners migrating to Switzerland have increased. 
Since the high ratio of highly-educated foreigners come from Germany, it is also highly probable that the 
R&D jobs in Switzerland have been filled by them. The biggest factor is the significantly high salary level of 
Switzerland compared to Germany. Due to the fact that 70% of the country’s R&D investment is spent by 
private industries, particularly by the pharmaceutical sector, the Swiss pharmaceutical industry is highly 
R&D intensive by using foreign professionals.  

In sum, despite being a non-EU member, Switzerland has gained a strong export competitiveness for the 
pharmaceutical products in addition to the traditionally strong machinery sector. This success has been 
largely due to the R&D capability of many highly skilled foreign professionals, particularly from Germany. 

Key Word(5 words) 
Switzerland, Export Competitiveness, EFTA/Bilateral, R&D, Highly-skilled foreign labor 
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1.1 研究背景 
 
1.1.1. グローバル化と欧州の小国の経済成長 
 近年の世界経済の成長は、グローバル化による物品やサービスの貿易拡大が

牽引している(Fig.1)。 

 
Figure 1 世界ＧＤＰに占める貿易取引の割合 
出典：Subramanian & Kessler (2013) [1] 

 
１９６０年から２０１２年までの一人あたりのＧＤＰの増加の推移を示した

ものである。先進国ではルクセンブルグ、ノルウェー、スイス、スウェーデン、

デンマーク、オーストリア、オランダ、フィンランド、ベルギーなど比較的人

口の少ない小国が多い(Fig.2)。欧州は世界と連動してＧＤＰを成長させており、

また世界と欧州の輸出の増加に相関性が見られる。Hogenbirk & Narula (1998) 
[2]は比較的人口規模が小さい小規模開放経済（ＳＯＥ）が持つ共通の特性とし

て、海外市場に仕えるという明確な目的により、比較的割合の大きい付加価値

活動を伴った国際化がより進んでおり、これらの国に属する企業は、少数のニ

ッチな市場セクターにおいて高い競争力を持つことが多いと述べている。 
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出典：European Commission (2012) [6] 
 
スイスについては、第二言語としての英語話者の比率は高くないが、第一言

語として英語を話す人口の比率は も多い (Fig.6, Fig.7)。これは、スイスの人

口のにおける外国人比率の高さが影響しているものと考えらえる(Fig.8)。 

 
Figure 6 第二言語としての英語話者の割合 
出典：European Commission (2012) [6] 

 

 
Figure 7 第一言語としての英語話者の割合 
出典：European Commission (2012) [6] 
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Figure 8 各国の外国人比率 
出典：OECD (2013) [7]を元に筆者作成 

 
1.1.2. 小国先進国の国際競争力 
世界経済フォーラム(ＷＥＦ)と国際経営開発研究所(ＩＭＤ)が国の競争力ラン

キングというものを毎年発表している。Fig.9 および Fig.10 にＷＥＦと IMD 発

表の欧州主要国の国際競争力ランキングを２０００年～２０１３年度の期間で

まとめた。 
  （単位：順位） 

 
Figure 9 WEF 欧州主要国の競争力ランキング(2000~2013) 
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出典：World Economic Forum [8]を元に筆者作成 
 

（単位：順位） 

 
Figure 10 IMD 欧州各国の競争力ランキング(2000～2013) 

出典：Institute for Management Development [9]を元に筆者作成 
 

ＷＥＦ、ＩＭＤの両ランキングにおいて、スイスを含む欧州の小国の多くが上

位に位置しているが、中でもスイスは近年着々とその順位をあげて世界のトッ

プに上り詰めている。この点で、かつてのトップの座から徐々に地位を下げて

きた日本の競争力にとっては参考とすべき国である。 
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響が大きい米国などの国では貿易のインパクトは小さい点を挙げ、国民の生活

レベルに大きな影響を与えるのは、国際市場における競争力ではなく、国内経

済の生産性であると述べている。したがって一般的に国の競争力を議論する場

合には大国経済では輸出力が直結要因となるとは限らないため、輸出力イコー

ル競争力とはならない点は日本における議論においても注意が必要と考えられ

る。 
しかし、本研究の対象であるスイスを含め自国市場が小さい国の場合には、

経済の成長に輸出が大きな割合を占めることから、競争力とは輸出力を指す。

したがって、輸出力に関係する産業および国レベルの競争要因を理解すること

は、日本の輸出競争力向上においても参考となるもの考えられる。 
 
1.1.3. 日本の輸出政策 
アベノミクスによる円安政策で競争力ある主要産業の輸出の増加は見られた

が、円安が徐々に輸出競争力を高め、輸出数量の増加とともに貿易収支も徐々

に改善するいわゆるＪカーブ効果は現在までのところ確認されておらず、その

要因としては海外拠点の増加に伴い輸出と同時に中間部品の輸入も増加してい

ることから円安による貿易収支改善効果が起こりにくい構造になっていること

が指摘されている [12]。これは長期間にわたる円高により日本の企業の多くが

海外に製造拠点をシフトしたことが要因であり、これによって国内でほぼ完結

していた部品・材料調達が、海外調達にとって代わったことで、中小企業を取

り巻く系列ネットワークにも変化がでている(Fig.12,13 参照)。 
このように従来の系列ネットワークに変化がある状況であることに加えて、

日本は欧米諸国と比較して全体的に輸出している企業が少なめの傾向にあるこ

とから、大企業のみならず中小企業も自らの力でグローバル化することを推奨

する方向への政策シフトが顕著になっている。例として２０１２年度の中小企

業白書にて、中小企業庁は目指すべき方向性として３つの方向性を掲げ、自ら

の強みを捉えなおし、ターゲットをニッチトップ（グローバル・ニッチトップ）、

ボリュームゾーン、またはその組み合わせに明確化してくべきではないかと提

示している (Fig.14, 15 参照)。 
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を考察することは日本にとって参考となるものと考えられる。 
 

1.1.4. 小括 
 研究背景としてグローバル化に伴う貿易の拡大が世界経済を成長させてお

り、欧州の小国の多くが一人当たりのＧＤＰを貿易拡大によって増加させてい

ることを述べた。一般的にこれらの国は自国の言語の他に英語力が高いが、ス

イスについては人口における外国人が多く、彼らの中に第一言語として英語を

話す者の人口比率が多いという特徴がある点を述べた。 
また、国の競争力に関して、ＷＥＦやＩＭＤが発表している国際競争力ラン

キングの推移を示し、上位には欧州の小国が多いことを述べた。中でも特にス

イスは日本の推移とは反対に順調に順位をあげた結果世界トップにのぼりつめ

ており、輸出力と国の競争力を重ね持つ点を述べた。 
日本の輸出力向上については、円安による輸出増加が国家戦略として実施さ

れているが、国際競争力の枠組みにおいては、1-1-2 で述べたように商品力や企

業のイノベーション力に影響を与える戦略的貿易政策や複数の国家レベルの要

素も含めて検討することが必要であると考えられることを述べ、輸出力向上の

ためには、国レベルの競争力要因も含めて検討する必要性があることを述べ、

スイスの輸出力と競争力要因を考察することの有用性を述べた。 
 
1.2. 研究目的 
本研究ではスイスの競争力に関する調査研究として、工業製品の輸出競争力

と産業および国レベルの競争力要因のつながりを既往研究レビューから抽出し

た課題において考察し、日本の輸出競争力向上に関し参考となる新たな知見を

得ることを目的とした。 
 
1.3. 本論文の構成 
 第 1 章で序論として、グローバル化と欧州の小国の経済成長を述べ、スイス

の国際競争力と輸出力について述べた。日本の輸出政策についての現状を述べ

スイスの輸出競争力要因を考察することが日本の輸出競争力向上に役に役に立

つことを述べた。こらら背景を加味した研究目的を述べた。 
 第２章では本論としてスイスの基本特性、仮説と研究方法を述べ、考察内容

を述べた。 
 第３章では、結論と今後の課題を述べた。 
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Figure 17 スイスの基礎データ② 
出典：外務省ＨＰを元に筆者作成 

 

 
Figure 18 スイスの基礎データ③ 
出典：外務省ＨＰを元に筆者作成 
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８５００名（２０１０年）の従業員を雇用しており、生産された９５％の時

計は輸出にされている。時計クラスターが形成されたことにより、副次的な

効果として、同様の技術を要する医療器具関連企業が時計クラスターの地域

に移転してくるという現象も起きている。 
 ＩＴ（情報技術）：チューリッヒからボーデン湖の地域に跨っており、有名

企業はスイス連邦工科大学（ＥＴＨ）が保有する研究施設周辺に集積してお

り、ＩＢＭ，Ｇｏｏｇｌｅなど世界的企業の研究施設も含まれる。スイス企

業ではエリコン、クデルスキなどの企業がある。また、海外からはシーメン

ス、デル、ＨＰ、ロイター、オレンジといった企業も集まっており、非常に

高い教育を受け、技術的な経験も豊富で、多言語を操る人材がいることが魅

力である。 
 クリーンテック（環境技術）：環境汚染を減らし、資源の継続的利用を目的

とするような製品やサービスなどの分野である。スイスは法律による制限も

非常に高いレベルで整備されており、これが常に新しい工業ソリューション

の創出や経験の蓄積に繋がっている。推定で１６万人程度の労働力がこの分

野によって雇用されており、付加価値をＧＤＰに占める割合に換算した場合

３．５％を占める。この分野の３８％のスイスの企業は製品を輸出しており、

大企業のスピンオフから中小企業まで幅広い企業が存在している。 
 コモディティ―トレード（商品取引）：スイスは同分野で世界的に も重要

な取引プラットフォームを提供しており、全世界の原油取引の約三分の一が

ジュネーブの取引所を経由している。また、小麦の取引では世界第一の取引

量であり、砂糖も欧州では 大の取引量となっている。スイスは陸地に囲ま

れた陸の孤島であるが、欧州の中央に位置するという地理的条件が好まれ、

コーヒー豆や綿取引の時代からスイスは重要な岐路となってきた歴史的背

景がある。低税率に加えて、外国との接続が良いロケーション優位性を有し

ている。また、商品取引に関連する保険や法律、コンサルティングのサービ

スを提供する産業が充実している点も重要である。また、大手や州の銀行は、

商品取引に特化したサービスが豊富であり、調達資金やクレジットリスクな

どの対応が可能である。商品取引はＧＤＰの２．５％を占めており、近年は

グレンコアなど大手企業がスイスに拠点を移転してきていることから、その

重要性は増す傾向にある。 
 ＨＱ（コーポレート本社）機能：スイスはグローバル本社や地域本社を置く

必要のある外国企業にとってなくてはならない中心的な存在である。アーサ

ーＤ・リトルの調査では、２００３年から２０１１年上半期までの間に３０

０もの企業のグローバル本社がスイスに移転したとのことである。この内訳

は米国（５３％）、欧州（１１％）、アジア（１１％）である。著名な例とし
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ては、eBay、ボンバルディア、ヤフー、グーグル、ＩＢＭ、クラフトフー

ズなどがある。外国企業を引き付けるいくつかの要因としては、人材の質、

優遇税制、高い生活レベル、ロケーションの優位性が挙げられる。また、政

治的中立性という点でも、欧州市場のほとんどの地域はスイスに本社を置く

ことに不快感がない。スイス魅力度調査（２０１１）によれば、スイスは世

界第４位であり、安定性、法の信頼性、暮らしにおける安全性や環境などの

数値が高い。また、その他にも研究施設や顧客へのアクセスのしやすさや、

二重課税回避の信頼性、小規模ながらもバラエティーが豊富なテスト市場と

しての国内市場なども優位性に含まれる。 
 

2.1.2.2 スイスの国際的企業 
世界的な企業がスイスの人口に占める密度を測る尺度として、フォーチュン

グローバル５００にランクインしている企業の数を人口１００万人単位に換算

した場合、１．８８社となるが、この値は隣国の輸出が盛んなドイツと比べて

も４倍以上と突出している(Table.2)。 
 

項目 スイス 日本 アメリカ ドイツ フランス 

フォーチュングローバル 

５００企業数 

15 68 133 34 35 

人口(百万） 8 127 319 81 64 

100 万人当たりの企業数 1.88 0.535 0.417 0.42 0.547 

Table 2 フォーチュン５００社リストにランクインしている企業数 
出典：Time Inc. [18]を元に筆者作成 

 
Table.2 は２０１１年度の米フォーチュン５００社リストにランクインして

いるスイス企業リストである。商品取引のグレンコアやエクストラタ、食品の

ネスレ、金融サービスのチューリヒ、クレディ・スイス、ＵＢＳ、製薬のノバ

ルティス、イギリスから移転した薬局のブーツ、産業用機械のＡＢＢ、人材サ

ービスのアデコ、セメント世界第一位のホルシムとなっており、スイスが強い

製薬、金融、精密機械、時計といった強い産業クラスターとの関連性が高い。

また、ネスレ、ビタミンＣを開発したロシュ、精密機械のＡＢＢ，時計産業の

起死回生をもたらしたスウォッチなどはいずれも外国人によってスイスにもた



27 
  

らされた企業である [19]。 
 

国内ラ

ンク 
企業名 

Fortune500

ランク 

売上高 

（百万ド

ル） 

業種 

1 Glencore International 18 144,978 商品取引 

2 Nestle 42 105,267 食品 

3 Zurich Financial Services 102 67,850 金融 

4 Novartis 164 51,561 製薬 

5 Credit Suisse Group 170 48,314 金融 

6 Roche Group 174 47,171 製薬 

7 UBS 190 44,811 金融 

8 Alliance Boots 300 31,998 薬局 

9 ABB 304 31,589 重工業 

10 
Xstrata 

315 30,499 資源メジャ

ー 

11 Swiss Reinsurance 332 28,835 金融 

12 Adecco Group 391 24,709 人材 

13 Migros Group 404 24,024 小売・流通

14 Holcim 471 20,774 セメント 

15 Petroplus Holdings 472 20,747 石油・ガス

 Table 3 フォーチュン５００社リスト入りしたスイス企業リスト 
出典：Times Inc. [18]を元に筆者作成 

 
スイスでは大企業のみならず中小企業もグローバル化している。日本同様に

全企業数の９割以上を中小企業が占める(Table.4)が、５０人以上２５０人未

満の中小企業では売り上げの６割を輸出が占め、うち約１０％は特定の市場に

おいてマーケットリーダー企業である [20] [21]。Table.5 に Hermann [22]
の調査に基づくドイツ、スイス、日本、アメリカ、フランスにおける特定の分

野で世界的トップシェアを持つ「隠れたチャンピオン企業」の密度を示した。

これを見ると、ドイツとスイスが高い隠れたチャンピオン企業数の密度が高い。 
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項目 日本 EU ドイツ 米国 スイス オランダ 韓国 

企業数 99.6% 99.8% 99.5% 99.7% 99.6% 99.8% 99.9%

被雇用者数 61.0% 66.5% 62.2% 49.1% 66.8% 66.3% 86.9%

付加価値 52% 57.6% 53.8% 43.9% n/a 63.8% n/a 

 
Table 4 各国の中小企業比率 

出典：中小企業庁「平成 24 年中小企業白書」、SBA Fact Sheet(2013)、スイス

公共放送協会国際部(Swiss Info)、韓国: Small & Medium Business 
Administration (2011)を元に筆者作成 

 
 
 

 ドイツ スイス 日本 アメリカ フランス 

百万人あたりの数 16 14 1.2 1.7 1.1 

Table 5 各国の隠れたチャンピオン企業数の密度 
出典：Simon [23] 

 
Hermann(20) [24]はドイツ語圏（ドイツ、スイス、オーストリア）の国々の

輸出が継続的に成功しているのは大企業ではなく中小企業に起因するという推

論に至っている。中小企業の数が極めて少なかったり、中小企業が国際的に活

発でなかったりするアメリカ、フランス、ロシア、日本などの国では、輸出が

伸び悩んでいるとし、全世界の中規模の世界市場リーダーの６０％はドイツ語

圏から出てきていると推測している。隠れたチャンピオン企業がなぜドイツに

多いのか？ということの答えとして、Simon [23]は Figure.19 に示した１３の

要因を挙げている。 
隠れたチャンピオン企業はドイツ語圏にいることからスイスについても同じ

ことが言える。 

備考：中小企業：
■「日本」常用雇用者300人以下（卸売・サービス業は100人以下、小売り・飲食業は50人以下）、
又は資本金3億円以下（卸売業は1億円以下、小売り・飲食・サービス業は5000万以下）
■「EU/ドイツ/オランダ」：従業員250人以下、年間売上高5000万ユーロ以下または貸借対照表合計額が4300万ユーロ以下
「米国」従業員500人未満
■「スイス」従業員250人以下
■「韓国」、従業員が300人未満、もしくは資本金が80億ウォン以下。更に業種毎に独自の基準があり。
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国名 ﾄﾞｲﾂ ﾌﾗﾝｽ ｲｷﾞﾘｽ ｲﾀﾘｱ ｽｲｽ ﾃﾞﾝﾏｰｸ ｽｳｪｰﾃﾞ

ﾝ 

ｵﾗﾝﾀﾞ 

人口※１ 81,890 65,697 63,228 60,918 7,997 5,590 9,517 16,768

名目 GDP 

(2012,百万 US ド

ル) 

3,428,131 2,612,878 2,471,784 2,014,670 631,173 314,887 523,806 770,555

経常収支額 

(2012,百万 US ド

ル) 

240,644 -57,105 -92,648 -7,722 60,852 18,844 31,815 72,626

一人当りの

貿易額 

(201-2012,USドル) 

39,883 24,421 24,297 19,806 69,943 57,258 48,406 73,639

GDP に占め

る貿易の割

合 

94.7 60 63.2 58 90 99 90 155

物品輸出に

占める工業

製品の割合 

85.1 77.3 71.3 79.8 86.2 63.4 73.6 59.1

主要輸出国                                  

一位(ｼｪｱ） EU 

(56.4) 

EU 

(59.0)

EU 

(48.5)

EU 

(53.6)

EU 

(55.7)

EU 

(57.6) 

EU 

(55.6)

EU 

(72.6)

 二位(ｼｪｱ) 米国 

(7.9) 

米国

(6.1)

米国

(13.3)

米国

(6.8)

米国

(11.1)

ﾉﾙｳｪｰ

(6.6) 

ﾉﾙｳｪｰ

(10.2)

米国

（4.6)

 三位(ｼｪｱ) 中国 

(6.1) 

中国

(3.5)

スイス

(3.4)

スイス

(5.9)

香港

(3.9)

米国 

(5.5) 

米国

（6.0)

中国

(1.8)

 四位(ｼｪｱ) スイス

(4.5) 

スイス

(3.2)

中国

(3.3)

トルコ

(2.7)

中国

(3.7) 

中国 

(2.5) 

中国

(3.2)

ロシア

(1.6)

 五位(ｼｪｱ) ロシア 

(3.5) 

ロシア

(2.1)

香港

(1.9)

ロシア

(2.6)

日本

(3.3)

香港 

(1.7) 

ロシア

(2.0)

スイス

(1.3)

物品輸入に

占める工業

製品の割合 

68.8 70.3 63.4 46.8 79.8 70.4 69.4 56.7

主要輸入国（下記） 

 一位(ｼｪｱ) EU EU EU EU EU EU EU EU 
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(55.8) (58.5) (47.4) (52.7) (74.6) (70.4) (67.7) (51.6)

 二位(ｼｪｱ) 中国 

(8.6) 

中国

(8.0)

米国

(8.9)

中国

(6.6) 

米国

(5.7)

中国 

(7.0) 

ﾉﾙｳｪｰ

(9.1)

中国

(8.2)

 三位(ｼｪｱ) 米国 

(5.7) 

米国

(6.4)

中国

(8.2)

ﾛｼｱ

(4.8) 

中国

(5.5) 

ﾉﾙｳｪｰ

(5.3) 

ロシア

(5.3)

米国

(6.8)

 四位(ｼｪｱ) ロシア 

(4.7) 

スイス

(2.3)

ﾉﾙｳｪｰ

(4.8)

リビア

(3.4) 

日本

(2.3)

米国 

(2.8) 

中国

(4.1)

ロシア

(5.2)

 五位(ｼｪｱ) スイス

(4.2) 

ロシア

(2.3)

スイス

(4.0)

米国

(3.3)

香港
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Table 6 欧州小国の貿易比較 
出典：World Trade Organization [33]を元に筆者作成 

 
スイスの輸出製品の構成は Table.5 の通りとなっている。 大の輸出品は金で

相手先は、インド、タイが６割以上を占めている。工業製品としては、医薬品、

医薬品原料、時計、医療器具、精密機械など高付加価値の製品が主である。 
# 品目 金額 ％ 

1 金 $65,023,487,282.67 12.42% 

2 医薬品 $58,196,812,240.66 11.12% 

3 時計 $41,618,762,537.24 7.95% 

4 配糖体およびワクチン $32,354,977,409.12 6.18% 

5 未分類の取引 $23,705,648,768.60 4.53% 

6 医療器具 $12,369,988,263.00 2.36% 

7 特定用途向け工業用機械 $11,782,422,783.67 2.25% 

8 貴金属 $11,673,408,357.46 2.23% 

9 プラチナ $11,000,594,172.17 2.10% 

10 その他の窒素機能コンパウンド $8,716,374,232.47 1.67% 

Table 7 スイスの輸出製品構成（２０１１年度） 
出典：The Observatory of Economic Complexity [34]を元に筆者作成 

 
 スイスの工業製品としては 大の輸出品である医薬品輸出では、欧州が合計

では 大の貿易相手であるものの、単一国としては米国が 大の顧客である

(Table.8)。 
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# 国名 金額 ％ 

1 米国 $9,656,973,997.30 16.59% 

2 ドイツ $6,874,500,599.77 11.81% 

3 フランス $3,861,209,718.55 6.63% 

4 イギリス $3,705,849,164.44 6.37% 

5 イタリア $3,141,431,009.73 5.40% 

6 日本 $2,789,662,136.35 4.79% 

7 スペイン $1,947,505,858.14 3.35% 

8 カナダ $1,550,066,388.24 2.66% 

9 ロシア $1,530,270,602.51 2.63% 

10 オーストラリア $1,377,211,870.23 2.37% 

Table 8 スイスの医薬品輸出先上位１０か国(２０１１年度) 
出典：The Observatory of Economic Complexity [34]を元に筆者作成 

 
 また、時計の輸出相手先では、香港、アメリカ、中国といったＥＵ圏外の国

向けが多い(Table.7) 。 
 

# 国名 金額 ％ 

1 香港 $9,103,447,183.09 21.87% 

2 米国 $4,842,677,696.58 11.64% 

3 中国 $3,968,084,577.12 9.53% 

4 フランス $3,071,862,779.33 7.38% 

5 シンガポール $2,852,333,213.29 6.85% 

6 日本 $2,373,637,237.18 5.70% 

7 ドイツ $2,195,029,332.13 5.27% 

8 イタリア $1,970,254,685.67 4.73% 

9 イギリス $1,440,558,995.32 3.46% 

10 UAE $1,345,615,900.92 3.23% 

Table 9 スイスの時計製品輸出先上位１０か国（２０１１年度） 
出典： The Observatory of Economic Complexity database を元に筆者作成 

 
 
製造業は化学・製薬分野と精密機器・時計の二大分野への選択と集中が顕著

である(Fig.26)。製造業全体としての付加価値も増加傾向にある(Fig.27)。 
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スイスの輸出実績の４６．７％がハイテク製品輸出に分類され、ドイツ（１８．

６％）、フランス（２５．７％）、イタリア（１０．７％）、日本（１９．９％）、

アメリカ（２１．１％）などと比べてスイスの製品力が高いことを示した上で、

その要因としてスイスの輸出製品は高級時計、医薬品、化学品、機械といった

終製品の比率が高く中間財の比率が低いという特徴をあげている(Table.8)。 

  
Table 10 OECD 分類によるスイスの輸出製品の分類 

出典：Thornbecke & Kato (2014) [40] 
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 スイスの国際競争力 

 Loo(2012) [42]は国の競争力指標である世界経済フォーラム(WEF)と国際経

営開発研究所(IMD)が発表する評価指標をから統合的に捉えなおし、競争力指標

上位５位以内の国の特性をまとめている； 
 ２０００～２００９年： 

 米国、シンガポール、フィンランド、デンマーク、スイス 
 ２００７年～２０１１年： 

 米国、スイス、シンガポール、スウェーデン、デンマーク 
 ２００９～２－１１年： 

 シンガポール、スイス、米国、スウェーデン、デンマーク 
 

スイスの競争力については下記を上げている； 
 イノベーション：産学連携１位でありこれがパテント１件あたりのＲ＆

Ｄコストを も低くしている。ＧＤＰに対するＲ＆Ｄ投資の比率はスウ

ェーデンに続く第二位で３．６２％である。 
 労働市場：スイスは労使関係における協調と頭脳の維持（流出防止）の二

点において第一位である点と世界的に認識されている高等教育機関での

マネジメントと科学の教育は競争優位ある人的資本を生み出している。 
 ビジネスの洗練度：ローカルサプライヤーの品質が効率性と技術的能力、

国際競争力とクライアントの製品開発や工程開発を支援できるレベルに

あるという点で第一位である。 
 技術的レディネス（準備性）：スイスはブロードバンド・インターネット

利用率で上位にある。スイスは欧州特許条約および特許協力条約のメンバ

ーであり、国内およびグローバルレベルでの特許保護をしている。 
 物品市場の効率性：企業間の健全な競争を促す市場性において上位にある。 
 高等教育と職業訓練：スイスは、教育制度の質、特定の研究やトレーニン

グサービスの充実度、従業員研修の幅広さの３つの点においてスイスは第

一位である。スイスの優れた高等教育機関の利用率は４９．４％であるが、

スイスでは企業がＯＪＴ教育を提供することで、高等教育の非効率性を解

消している。 
 また、上記の他、スイスの成功に貢献している要因として競争力指標では

述べられていない点として、スイスの優れた国際関係を示唆している。ス

イスはＥＵ（欧州連合）のメンバー国ではないが、ＥＵの基準を満たす経

済活動をしており、低い関税障壁などの恩恵を受けている点と、ＥＦＴＡ

（欧州自由貿易連合）の加盟国として、同じくＥＦＴＡメンバー国である

リヒテンシュタイン、アイスランド、ノルウェーとの取引が増加している
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点をあげている。また、スイスは永世中立制度により第二次世界大戦によ

る経済的損害を受けなかったという歴史も上げている。 
  

 労働力関連 
 労働力としての高スキル外国人について、Pecoraro [43]が２０００年までの

期間でスイスに流入した外国人の出身国や教育水準を分析している。これによ

ると９０年代以降スイス政府が実施したＥＵ及びＥＦＴＡを優先する一連の選

択的な移民受け入れ制度は、スイスが知識ベース経済に移行するために必要な

人材を取り入れる際のクオリフィケーションの改善に貢献しただろうと述べて

いる。 
 

 スイスの経済発展史 
黒澤(2013) [44]によると、スイスの経済発展史における経済特性は下記であ

る： 
 
「スイスの戦後経済体制は、①連邦制（分権性）、②（半）直接民主制、③

永世中立の３点による政治的・社会的な基礎構造を前提としており、自治体

から州へ、州から連邦へとしたから上への積み上げられる形で進んだ国家形

成に禁止、その本質は徹底した自治主義である。また、政治的には主要４政

党と出身言語圏間の均衡が保たれており「総与党体制」であり、その安定性

かつ保守的な政治は、相互に緊密に結びついた政官財のエリートによる共同

統治体制ともいうことができるが、このエリート主義をバランスするものと

して、ほとんどの重要案件を直接に有権者の決定に委ねる国民（住民）投票・

発議制度が存在する。」 
 
上記以外の要素については Fig.30 にまとめた。 
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Figure 33 スイスの EFTA/Bilateral ポジション 

出典：Byrn [45]、Ruhli & Schumpisser [46], Swiss Directorate for 

European Affairs [47]を元に筆者作成 

 

医薬品輸出の伸びに関しては特にアメリカ向けが顕著である。ここに仮説であ

るスイス特有の二国間交渉が可能な外交ポジションによってアメリカとスイス

の医薬品規制の変化がないか調査したところ、スイスでは２００２年まで連邦

レベルでの医薬品規制は存在していなかったが、２００２年にスイス連邦医薬

品局(Swissmedic)が設立され、2003 年にアメリカ食品医薬品局との間で了解覚

書(MOU)が交わされている [48]。 

アメリカＦＤＡは、迅速承認制度(Fast-track)制度によって、創薬の上市ま

でのタイムラグを短縮する制度が敷かれており、２００６年から２０１０年の

間に米国と EU にて承認された５７の創薬の場合、７５％（４３件）が米国で先

に承認されている。米国とスイスの間での比較データは見当たらなかったが、

ＦＤＡとスイス Swissmedic の間で交わされた MOU がカバーする範囲としては、

検査報告書や試験報告書、あるいは製造拠点などの情報に関してのスムーズな

交換が含まれており、スイス企業のロシュ社のエイズ治療薬（フゼオン）、ノバ

ルティスの脳腫瘍治療薬(アフィニトール)がそれぞれ２００３年と２０１０年

に迅速承認制度によりＦＤＡ認証を取得している。このことから、Swissmedic

と FDA の MOU 締結と米国向け製薬輸出が増加している可能性があると捉え他国

の米国向け製薬輸出との比較を行った。 

しかし結果は、Fig.34 に示した通り米国向け医薬品輸出の推移では、ドイツ

もスイス以上に著しい伸びを示しており、デンマークも量は少ないながらも増

加が見られ、この検証からは仮説としてたてたスイスの外交ポジションが医薬

品輸出の伸びに影響を与えていることは確認することができなかった。 
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 Pecoraro [43]は、スイスの外国人労働者政策がスイスが必要な人材を取り入

れる際のクオリフィケーションの改善に貢献しただろうと述べている。これに

際し Fig.38 にスイスの移民政策の主要な変遷をまとめた；スイスの政策は基本

的に需要主導型であり、高いスキルを持つ労働者への需要が牽引してきている。

１９６０年代に入るとイタリア人労働者をローテンション方式で一定期間採用

する方式が採られたが、その後イタリア政府から苦言を受け滞在期間が延長さ

れるなどの修正による規制緩和が行われたものの、１９７０年代のオイルショ

ックによる経済危機により、大量の移民が“排出”されることになった。 
しかし、オイルショック後は再び労働力が必要となり、再び移民労働者が必要

となったが、この時に入ってきたのはスペイン、ポルトガル、トルコ系移民が

多く、スキルのギャップによるミスマッチが起きた。 
 その後１９９０年代前半の時代には移民労働者の失業が増加し、社会福祉な

どの負担は各州が持つことになっていたため、州から連邦政府に対して法改正

の要求が強まった。これにより、１９９１年に連邦政府は「スリーサークル・

モデル」と呼んだ移民審査方法を導入した。スリーサークル・モデルでは、第

一優先を欧州経済領域（ＥＥＡ）国としＥＥＡ圏内において適切な人材が見つ

からない場合は、第二優先としてスイス人の移民を受け入れている相手国であ

る米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドから適切な人材を探し、

それでも見つからない場合は上記以外の国から探すという法律を制定した。こ

の結果、全移民の１５％を占めていたユーゴスラビア人の移民は困難となった

が、人種差別であるとの批判を受け、１９９８年にＥＵとそれ以外の国に分け

たデュアルモデルへと修正する。その後スイスは国民投票により欧州経済領域

（ＥＥＡ）への加入が否決となったため、スイスは結果的にＥＵと二国間協定

（Ｂｉ－Ｌａｔｅｒａｌ）協定を結び、「人の自由な移動」協定を結ぶと、ＥＵ

圏内からの移民が増加する結果となった。 
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点を合わせると、このＲ＆Ｄを担う人材は日に日に外国人、特にドイツ人にな

りつつあると想定できる。 

さらに調査していくと、スイスのＲ＆Ｄ投資は７割が民間で行われており、

製薬産業が４４％(2012 年)と 大のセクターであることが確認された [41]。な

お、政府によるＲ＆Ｄ投資は各国と比較しても低いが、教育機関によるＲ＆Ｄ

は増加傾向にあり、産学連携が強いスイスでは製薬産業を中心に多国籍企業と

の連携が伺える(Fig.43, 44)。 

 

 

Figure 42 ＧＤＰに占めるＲ＆Ｄ投資率の各国比較 

出典：Eurostat 
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Figure 43 GDP に占める政府によるＲ＆Ｄ投資率の各国比較 

出典：Eurostat 
 

 
Figure 44 GDP に占める高等教育機関によるＲ＆Ｄ投資率の各国比較 

 
教育機関によるＲ＆Ｄ投資の増加に比例して、研究者数の割合でも大学や職業

訓練学校に増加が見られる(Fig.45)。研究者が も多い分野は製薬部門であり、

外国人は製薬と研究開発機関に多い(Fig.46)。 
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3.1 結論 
 本研究では、既往研究における課題抽出を経て、主に二つの考察を行った。

小国スイスの輸出力に関し、スイスがＥＵ非加盟でありＥＦＴＡ加盟国である

という国際関係における特有のポジションが影響を与えているか考察した。ス

イスは主力製品である製薬のアメリカ向け輸出が２０００年代中ごろから急激

に伸びていることから、スイス特有の外交ポジションが何らかの影響を与えた

のではないかと仮説を立て検証した。スイスは２００１年に二度目の国民投票

によってＥＥＡ（欧州経済領域＝ＥＵ加盟へのゲートウェイ）への加盟が否決

された翌年の２００２年に、孤立を恐れた連邦政府が二国間交渉を各国と行っ

ており、その一つとして医薬品では、それ以前は各カントン（州）単位での管

理だった医薬品管理を連邦レベルに引き上げ管理局としてスイス医薬品局を設

立し、翌年２００３年にアメリカと了解覚書を締結している。このことがスイ

スからアメリカへの医薬品の輸出に影響を与えているかどうか考察した結果、

医薬品のアメリカおよびＥＦＴＡとしてのＦＴＡ締結国向け輸出はスイスのみ

ならず、ドイツ、デンマークなどＥＵの大国でも同様の伸びが見られたため、

特有の外交ポジションの影響は確認されなかった。したがって外交ポジション

の明らな影響が特定製品の輸出において見られたなかったものの、これはスイ

スにとっては、ＥＵ加盟がもたらす交渉のスケール・メリットなどが不要だっ

たということでもあり、孤立しているように見えて、ＥＵに属する国と同等の

条件を勝ち取り、成長産業を育てることに成功したと言える。 
 他方で、スイスは地理的にＥＵの中心にいることの利益を享受している。そ

れが人材の活用政策である。スイスはＧＤＰに占めるＲ＆Ｄ投資額は比較的高

い水準にあるが、スイス人のＲ＆Ｄ人材が少ないという既往研究の指摘につい

て、高いスキルを持つ外国人が増加傾向にあることからその影響を考察した。

調査の結果、スイスの外国人人口のうちＥＵおよびＥＦＴＡ国出身者が７割（２

０１２年）を超えており、ドイツ人を中心に高等教育を受けた人材の増加が確

認された。また、Ｒ＆Ｄ部門はこの影響を受けてスイス人に代わって急激に外

国人が増加しており、特に製薬産業と高等教育機関に多いことがわかった。Ｒ

＆Ｄ投資の７割が民間で行われており、製薬部門が も多いことからスイスの

医薬品Ｒ＆Ｄは特にドイツ人を中心とした高スキルや知識を持つ外国人によっ

て担われているものと考えられる。また、このような高いスキルを持つドイツ

人がスイスに増加する要因は、相対的に高いスイスの給与水準がある。 
 以上の考察から、スイスは伝統的に強い精密機械産業の輸出のみならず、成

長産業である医薬品においても、特にドイツの高いスキルや知識を持った外国

人を取り入れることで、ＥＵ非加盟でありながらもドイツ等の大国に匹敵する

レベルに成長させている。 
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3.2 今後の課題 
①本研究では、スイス特有の外交ポジションが医薬品や高級時計などの特定製

品の輸出へ与える影響は確認することができなかったが、輸出全体あるいは医

療中間体など関連製品の輸出も含めた場合においては影響がある可能性も残っ

ていると考えられることから、この部分に関する考察に関しては今後の課題と

したい。 
 
②本研究ではスイスの給与水準が高いことが、多くの高いスキルや知識を持っ

たドイツ人をスイスにもたらしていることを述べた。高いスキルを持った外国

人が一定の国に移動する際の要因について、スイス以外の国との比較検証には

及んでいないため、この点については今後の課題としたい。 
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（参考）外国人労働者のスクリーニングに関する法規 
スイスは、外国人を採用する際のスキル（クオリフィケーション）スクリー

ニングを設定しており、ＥＵから一定のスキルを持つ労働者を受け入れるため

の法律として、外国人に対する連邦政府の法律 [59]を設けている； 
 
この法律の第２３条には、要求事項として下記の内容が書かれている； 

1) 職業目的のショートステイ及び滞在はマネージャー、スペシャリスト

および他の適合した労働者にのみ与えられる 
2) 滞在許可を付与するか否か決定するにあたり、応募者は職業上の適正

（クオリフィケーション）および職業および社会における適応性を示

さなければならない。また、スイスの職市場および社会的な環境にお

いて継続的に統合されることが可能なレベルの語学スキルと年齢を示

さなければならない。 
3) 上記１）および２）は下記によって許可されることを意味する； 

(a) 投資家および起業家で既存の職業を維持するものあるいは新しい

仕事を創るもの 
(b) 科学、文化、あるいはスポーツの世界において著名な者 
(c) 特定の職業上の知識、スキルを保有しているもので、ニーズがあ

るもの 
(d) 国際的に活動している企業における幹部の移転プログラムによる

もの 
(e) 国際ビジネスにおける経済的価値のある関係性の構築のために、

必要不可欠な活動を行うもの 
  

 


